



















































































間では補完効果があるとして、前者の立場を採用している。それに対して、Kim et al. 






























きく異なる。それらを踏まえて、これらの研究に、価格性向 （Bass 1980; Robinson and 
Lakhani 1975）、新製品を他者より早く利用することに起因するリスク （Kalish 1985）、技





























































































表 ：  代替製品群が不在時の 975 の購買形態と動機の分類 
↓分 
↓類 
975 所有状況  975 の未所有  975 の所有 

































































































































975  975 未所有  975 所有 
'9'  未所有  '9' 所有  '9' 未所有  '9' 所有 
処分 
状況 
975   未処分  処分  未処分  処分 
'9'   未処分  処分   未処分  処分  未処分  処分 
購買形態  新規  買増  買替  新規  新規  買増  買替  買増  買替 
既 存 製 品 の 影 響  純粋型  純粋型  純粋型  補完型  切替型  補完型  切替型  切替型  切替型 
購買動機 ※  $ $ % $ %’  $ % %’  %” 
※ 購買動機の内容は表  と同じであるが、全購買の動機に '9' ソフトの充実を加え、買い
替え（ %）に関しても若干異なる部分がある。% は所有している同一製品群に属する '9'
製品を処分する場合が該当するが、 %’は所有している代替関係にある旧製品群の 975
製品を処分し、 %” は所有している新旧製品を同時に処分する場合を指す。 

 





平均 㻝㻚㻝㻢㻝 㻝㻚㻣㻥㻢 㻜㻚㻢㻟㻢
統計量ｔ
片側Ｐ値
平均 㻜㻚㻠㻞㻡 㻜㻚㻤㻢㻣 㻜㻚㻠㻠㻞
統計量ｔ
片側Ｐ値
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表 ：  代替製品群が不在時の 975 の購買形態と動機の分類 
↓分 
↓類 
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